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会社の新株予約権等に関する事項
（1）当社役員が事業年度の末日に保有している新株予約権等（2022年３月31日現在）

該当事項はありません。

（2）当事業年度中において当社使用人等に対して交付した新株予約権の内容等
該当事項はありません。

（3）その他新株予約権等に関する重要な事項等

第８回新株予約権

決議年月日 2021年12月３日

新株予約権の総数（個）※ 6,800

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）※ ―

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び
数（株）※ 普通株式 680,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 325

新株予約権の行使期間 ※ 2021年12月20日から2023年12月19日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額（円）※

発行価格 325
資本組入額 162.5

新株予約権の行使の条件 ※ 各本新株予約権の一個未満の行使はできない。

新株予約権の譲渡に関する事項 ※ 本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の決議による
承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す
る事項 ※ 該当事項はありません。
※ 当事業年度の末日（2022年３月31日）における内容を記載しております。
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会社の体制及び方針
（1）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適
正を確保するための体制
当社は、過去の不適切会計処理の問題を受けて、2019年２月14日に、内部管理体制の再

構築を目指し、改善計画・状況報告書を作成、公表し、同改善計画に基づく体制の整備を行
い、業務の適法性・有効性の確保並びにリスク管理に努め、関連法規の遵守を図って参りま
した。今期も、引き続き、上記改善計画に基づく施策を継続し、より強固な内部管理体制の
構築に努めて参ります。
① 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体
制その他業務の適正を確保するための体制
取締役会は、法令、定款、株主総会決議、決裁権限規程、企業理念、行動規範、取締役

会規程に従い、経営に関する重要事項を決定するとともに、取締役の職務執行を監督して
おります。当社グループ全社を横断する経営会議を設置し、コンプライアンス・リスク管
理規程に基づき、グループ全体のコンプライアンス体制の整備及び問題点の把握に努め、
重要な意思決定が必要な事項については、外部の専門家と共同で事前にその法令及び定款
への適合性を調査・検討することにより役職員の職務の適合性を確保する体制となってお
ります。
また、役職員に対するコンプライアンス教育・研修を継続的に実施すると共に、法令・

定款等に違反する行為を発見した場合の報告体制として、内部通報制度を構築し、外部の
弁護士に直接通報できるように運用しております。内部通報制度は匿名での通報を認める
こと、通報をした者が通報を理由に不利益な取り扱いを受けることが無いことをその内容
に含んでおります。

② 取締役の職務の執行にかかる情報の保存および管理に関する体制
取締役会規程、稟議規程、文書管理規程に基づき、適切な保存および管理（廃棄を含

む）を行っております。また、取締役は保存された情報を閲覧することが可能な体制とな
っております。
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③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社グループの企業活動に関連する市場環境、経済環境の変動等による財務リスク、法

令・規程違反によるコンプライアンス・リスクに対処する為、コンプライアンス・リスク
管理規程を制定し、当該規程に基づき、管理本部及び内部監査室は、経営会議、取締役
会、監査等委員会に随時報告し、未然にリスクを防止するよう努めるとともに、グループ
各社の相互連携のもと、当社グループ全体のリスク管理を行います。
不測の事態が発生した場合には、社長を本部長とする「緊急対策本部」を設置して危機

管理にあたり、損害の拡大を防止し、これを最小限にとどめる体制を整えます。

④ 取締役の職務の執行が効率的になされることを確保するための体制
取締役会は、経営方針および重要な業務執行の意思決定および業務執行状況の監督を行

っております。業務執行に関しては、経営環境の変化に迅速・的確に対応し、業務執行の
有効性と経営の効率性を図るため、代表取締役および業務執行を担当する取締役等で構成
される経営会議を設置し、原則毎月１回開催することにより、取締役会付議事項の審議お
よび取締役会が決定した経営に関する基本方針に基づく業務執行上・業務運営上の重要事
項の審議・決定を行います。
また、当社グループ全体の協力の推進及び業務の整合性の確保と効率的な遂行管理を行

います。

⑤ 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
当社子会社を当社の一部署と位置付け、子会社内の各組織を含めた指揮命令系統および

権限並びに報告義務を設定し、当社グループ全体を網羅的、統括的に管理することとしま
す。内部監査部門は、当社子会社を含めた当社グループ全体の内部監査を実施する体制と
しております。
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⑥ 取締役および使用人が監査等委員会に報告をするための体制
監査等委員会は、原則月に１回開催される定時取締役会の前に開催され、取締役会にお

ける審議事項を事前に、担当取締役等から報告を受ける体制をとり、取締役会で十分な議
論ができる体制をとっております。また各監査等委員は、必要に応じて他の会議体に出席
することにより、取締役および使用人から、重要事項の報告を受ける体制となっておりま
す。
また、取締役および使用人は、会社に重要な損失を与える事項が発生したとき、または

発生するおそれがあるとき、違法または不正な行為を発見したとき、その他監査等委員会
が報告すべきと定めた事項が生じたときは、遅滞なく監査等委員会に報告するものとしま
す。

⑦ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査等委員会は、ガバナンスのあり方とその運営状況を監視し、取締役の業務執行を含

む経営の日常的活動の監査を行います。監査等委員会は、内部監査室および会計監査人
と、定期的に情報交換を行うことにより、監査の実効性を確保するものとします。
また、監査等委員がその職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還、負担した

債務の弁済を請求したときは、その費用等が当該監査等委員の職務の執行に必要でないと
認められる場合を除き、その費用を負担します。

⑧ 財務報告の信頼性・適正性を確保するための体制
財務報告の信頼性・適正性を確保するために財務報告に係る内部統制が有効かつ適正に

行われる体制を整備し、会計監査人との連携を図り財務報告の信頼性と適正性を確保しま
す。

⑨ 反社会的勢力排除に向けた体制
当社及び当社グループ会社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力およ

び団体に対しては毅然とした態度で臨み、一切の関係を遮断するとともに、これらの活動
を助長するような行為を行いません。また、反社会的勢力および団体からの介入を防止す
るため警察当局、暴力団追放運動推進センター、弁護士等と緊密な連携を確保します。ま
た、自治体（都道府県）が制定する暴力団排除条例の遵守に努め、暴力団等反社会的勢力
の活動を助長し、または暴力団等反社会的勢力の運営に資することとなる利益の供与は行
いません。
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（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要について
当連結会計年度末の時点で、当社及び当社子会社は「内部統制システムの整備・運用状

況」を評価し、基本方針に基づき内部統制システムが適正に整備され、運用されていたこと
を確認しております。主な運用状況は以下の通りであります。
① 取締役の職務執行について

当連結会計年度において当社は、社外取締役４名を含む８名の取締役で構成され、社外
取締役３名を含む３名の監査等委員が出席する取締役会を21回開催し、そのうち山田勝
重氏19回、原口稔氏18回、佐塚卓氏21回出席しており、業務に関する重要事項について
決議するとともに、当社子会社に関する報告を受け、当社子会社の職務の執行を監督して
おります。また、取締役及び各本部の本部長出席の本部長会議において毎月１回開催し、
重要事項について慎重に検討しております。

② 監査等委員会の職務の執行について
監査等委員会は、会計監査人及び内部監査室と定期的な情報交換を行うほか、稟議書等

の社内の重要文書を閲覧することにより当社及び当社子会社の監査の実効性を確保してお
ります。また、必要がある場合は、外部専門家との連携を図ります。当連結会計年度にお
いては、監査等委員会を14回開催し、そのうち山田勝重氏11回、原口稔氏12回、佐塚卓
氏14回出席しており、監査等委員間での意思疎通を図るとともに効果的な監査等委員会
の職務執行に努めております。

③ コンプライアンス及びリスクの管理について
リスク管理規程に基づき、取締役会、経営会議、内部監査室、監査等委員会、子会社取

締役会の各会議体にて、リスクの把握とその管理体制を整備しております。また、内部通
報運用規程に基づき弁護士を通報窓口とするコンプライアンス通報窓口を設置しておりま
す。

（3）当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針
該当事項はありません。
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連結注記表
１．継続企業の前提に関する事項

当社グループは、前連結会計年度以前から継続して営業損失、経常損失及び親会社株主に帰属する当期純
損失を計上しており、損失が継続することで資金繰りに懸念が生じる可能性があります。
当連結会計年度の業績においても、営業損失260,694千円、経常損失298,344千円及び親会社株主に帰
属する当期純損失333,788千円を計上し、当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせ
るような状況が存在しております。
当社グループは、上記の継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況を解消するために、以下の
対応策を講じ、当該状況の解消又は改善に努めてまいります。

①営業利益及びキャッシュ・フローの確保
前連結会計年度に引き続き、各案件の精査を行い、継続的に原価の低減を図り、利益率の向上を進めてま
いります。また、商業施設、食品関連設備などへの省エネルギー提案によるクライアント開発を積極的に進
め、安定的な売上・利益を確保する体制の構築を進めてまいります。

②案件精査、利益率確保のための体制
当社グループでは、営業管理・予実管理の実効性を上げるため、営業会議を毎週行い、予算の実行とコン
プライアンスの向上に努めております。営業会議での課題・成果などは経営会議で報告され、タイムリーな
対応策の検討、情報の共有化を行うことにより、案件の精査や解決策を着実に決定・実行してまいります。

③諸経費の削減
随時、販売費及び一般管理費の見直しを実施し、販売費及び一般管理費の削減を推進し、利益確保に努め

てまいります。

④資金調達
2020年９月28日に発行した第７回新株予約権の行使が2021年５月31日、2021年８月30日及び2021

年12月27日に行われ297,472千円を調達いたしました。また2021年12月20日にSＤＧsキャピタル有限責
任事業組合を引受先とする第三者割当増資を行い165,800千円の調達を行いました。また2021年12月20
日に発行した第８回新株予約権が2022年１月27日、2022年２月25日、2022年３月15日、2022年３月
25日、2022年３月31日に行使が行われ429,000千円を調達いたしました。今後、全てが行使された場合
には221,000千円を調達できる見込みでおります。今後も、財務体質改善のために、将来的な増資の可能性
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も考慮しつつ、借入金を含めた資金調達の協議を進めております。

しかしながら、これらの対応策を講じても、業績及び資金面での改善を図る上で重要な要素となる売上高
及び営業利益の確保は外部要因に大きく依存することになるため、また、新株予約権による資金調達は行使
が約束されているものではないため、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。
なお、当社グループの連結計算書類は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要
な不確実性の影響を連結計算書類に反映しておりません。

２．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
1． 連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数 １社

連結子会社の名称 株式会社省電舎
（2）主要な非連結子会社

該当事項はありません。
（3）連結の範囲の変更

該当事項はありません。
2． 持分法の適用に関する事項
（1）持分法適用の関連会社数 ０社
（2）持分法を適用していない関連会社

該当事項はありません。
3． 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。
4． 会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
連結決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。(評価差額は全部純
資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
市場価格のない株式等
移動平均法に基づく原価法によっております。
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② 棚卸資産
原材料は総平均法に基づいて算定しており（貸借対照表価額については、収益性の低
下に基づく簿価切下げの方法)、未成事業支出金は個別法に基づく原価法 (貸借対照
表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっております。

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）
イ 節減量分与契約資産
（機械及び装置）
顧客との契約期間を耐用年数とする定額法

ロ その他の資産
定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く。）並びに2016
年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。）
主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 15～50年
機械装置及び運搬具 17年
工具、器具及び備品 ５年～15年

② リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

（3）重要な引当金の計上基準
貸倒引当金
売上債権及び貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込
額を計上しております。

（4）重要な収益及び費用の計上基準
工事契約
工事契約については、履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識す
る方法により収益を認識しております。
また、履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、主として発生原価に基づくイン
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プット法によっております。
なお、進捗率を見積もることのできない工事契約については代替的な取扱いを適用し、

原価回収基準で収益を認識しております。ただし、契約における取引開始日から完全に履
行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い場合には、一定の期間にわたり
収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。

（5）その他連結計算書類作成のための重要な事項
連結納税制度の適用
当社及び連結子会社は、連結納税制度を適用しております。当社グループは、翌連結
会計年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行することとなります。ただ
し、「所得税法等の一部を改正する法律」(令和２年(2020年)法律第８号)において創
設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納
税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度へ
の移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号 2020年３月
31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計
基準適用指針第28号 2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及
び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいています。
なお、翌連結会計年度の期首から、グループ通算制度を適用する場合における法人税
及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示の取扱いを定めた「グループ通
算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号
2021年８月12日）を適用する予定であります。

（未適用の会計基準等）
該当事項はありません。
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３．追加情報
(会計上の見積りを行う上での新型コロナウイルス感染症の影響の考え方)

新型コロナウイルス感染症拡大に伴う国内外の景気の急速な悪化により、当社グループでは受注の減少な
どの影響を受けております。このような環境下においては、新型コロナウイルス感染症の収束時期は未だ不
透明であり、経済活動への影響を予測することが非常に難しい状況となっております。このため、当社にお
いては、翌連結会計年度以降回復傾向になると見込んでいるものの、2023年３月期までは当該影響が継続
するものと仮定し、継続企業の前提に係る将来の資金繰りの検討及び会計上の見積もりを行っております。
ただし、これらの見積りには不確実性が含まれているため、予測不能な前提条件の変化等により見積りが

変化した場合には、翌連結会計年度以降における当社の財政状態、経営成績に影響を及ぼす可能性がありま
す。

４．会計方針の変更に関する注記
(収益認識に関する会計基準等の適用)
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい
う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該
財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。これにより、収益
の認識について主に次の変更が生じております。

工事契約に係る収益認識
従来は進捗部分について成果の確実性が認められる工事（調査）については工事進行基準を、進捗率を見込む
ことができない工事（調査）については工事完成基準を適用しておりましたが、全ての工事について、履行義
務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識する方法に変更しております。また、履行義務の充足
に係る進捗率の見積りの方法は、主として発生原価に基づくインプット法によっております。なお、進捗率を
見積もることのできない工事契約については代替的な取扱いを適用し、原価回収基準で収益を認識しておりま
す。ただし、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い
場合には、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ
ており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年
度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。
この結果、当連結会計年度の損益に与える影響はありません。また、利益剰余金の当期首残高への影響もあり
ません。
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（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい
う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」
（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等
が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる連結計算書類に与える
影響はありません。

５．収益認識に関する注記
１.顧客との契約から生じる収益を分解した情報
当連結会計年度（自2021年４月１日至2022年３月31日）

（単位：千円）

工事契約・保守
等 物販 役務の提供 合計

一定期間にわた
って認識する収
益

― ― ― ―

一時点で認識す
る収益 1,027,492 6,253 1,224 1,034,970

合計 1,027,492 6,253 1,224 1,034,970

２.顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
工事契約・保守等については、履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識する方法に
変更しております。また、履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、主として発生原価に基づくイ
ンプット法によっております。なお、進捗率を見積もることのできない工事契約については代替的な取扱
いを適用し、原価回収基準で収益を認識しております。ただし、契約における取引開始日から完全に履行
義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い場合には、一定の期間にわたり収益を認識せず、
完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。物販については、顧客への物品の引き渡しが
完了した時点で収益を認識しております。役務の提供については、契約で取り決めたサービスに対する支
配を、顧客に移転した時点で収益を認識しております。収益は、顧客との契約に定められた対価に基づき
測定しております。
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３.当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報
(1) 契約資産及び契約負債の残高等

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権(期首残高)
受取手形、売掛金 98,572

顧客との契約から生じた債権(期末残高)
売掛金 312,100

契約負債(期首残高)
前受金 8,953

契約負債(期末残高)
前受金 6,964

(2) 残存履行義務に配分した取引価格
該当事項はありません。

６．会計上の見積りに関する注記
該当事項はありません。

７．会計上の見積りの変更
該当事項はありません。

８．連結貸借対照表注記
有形固定資産の減価償却累計額 41,827千円
（減損損失累計額を含む）
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９．連結株主資本等変動計算書に関する注記
1． 発行済株式に関する事項
株式の種類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数
普通株式 5,317,473株 2,735,300株 ―株 8,052,773株

（注）発行済株式の総数の増加2,735,300株は、新株の発行500,000株及び新株予約権の権利行使による
2,235,300株であります。

2． 自己株式に関する事項
株式の種類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数
普通株式 62株 ―株 ―株 62株

3． 配当に関する事項
該当事項はありません。

4． 新株予約権に関する事項

会社名 内訳
目的と
なる
株式の
種類

目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（千円）当連結会計

年度期首
当連結会計年
度増加株式数

当連結会計年
度減少株式数

当連結会計
年度末株式数

当社
第７回新
株予約権
（注）１

普通株式 915,300 ― 915,300 ― ―

当社
第８回新
株予約権
（注）２

普通株式 ― 2,000,000 1,320,000 680,000 1,122

合計 915,300 2,000,000 2,235,300 680,000 1,122

（注）１．第７回新株予約権の当連結会計年度の減少は新株予約権の行使によるものであります。
２．第８回新株予約権の当連結会計年度増加は、新株予約権の発行によるものであり、減少は新株

予約権の行使によるものであります。
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10．金融商品に関する注記
1． 金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については預金等の安全性の高い金融資産で行い、また、
資金調達については銀行借入等による方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
当該リスクに関しては、一部、営業取引に際し前受金を受け入れ、信用リスクの軽減
を図っております。また、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、回収遅
延債権については、定期的に各担当役員へ報告され、個別に把握及び対応を行う体制と
しております。
投資有価証券は、業務上の関係を有する企業等の株式への出資であります。上場株式
は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、定期的に時価を把握し、明細表を作
成する等の方法により管理しており、その内容が取締役会に報告されております。
営業債務である買掛金及び未払金はそのほとんどが３カ月以内の支払期日でありま
す。
また、営業債務や借入金等は流動性リスクに晒されていますが、資金繰り計画を作成
するなどの方法により管理しております。
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2． 金融商品の時価等に関する事項
2022年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次
のとおりであります。

連結貸借対照表計上額
（千円）

時 価
（千円）

差 額
（千円）

（1）売掛金 312,100 312,100 ―
（2）前払金 55,000 55,000 ―
（3）投資有価証券 1,776 1,776 ―
（4）敷金 20,319 20,319 ―
（5）破産更生債権等 10,308

貸倒引当金（※２） △10,308
― ― ―

資産計 389,196 389,196 ―
（1）買掛金 11,224 11,224 ―
（2）未払金 234,090 234,090 ―
（3）未払法人税等 13,619 13,619 ―
（4）長期未払金 47,000 46,963 △36

負債計 305,935 305,898 △36
※１．「現金及び預金」については、現金であること、及び預金が短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近

似するものであることから、記載を省略しております。
２．破産更生債権等に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

3． 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３
つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成さ
れる当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外
の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ
トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分
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類しております。
(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
当連結会計年度（2022年３月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券 1,776 － － 1,776
資産計 1,776 － － 1,776

(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
当連結会計年度（2022年３月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

売掛金 － 312,100 － 312,100
前払金 － 55,000 ― 55,000
敷金 － 20,319 － 20,319

資産計 － 387,420 － 387,420
買掛金 － 11,224 － 11,224
未払金 － 234,090 － 234,090

未払法人税等 － 13,619 － 13,619

長期未払金 － 46,963 － 46,963

負債計 － 305,898 － 305,898

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式及び国債は活発な市場で取引されているため、そ
の時価をレベル１の時価に分類しております。

売掛金、前払金
時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、債権額と満期までの期間及び信用リスクを加味した利率を
基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

敷金
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将来キャッシュ・フローと国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率を基に割引現在価
値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

買掛金、未払金、未払法人税等、長期未払金
これらの時価は、元金の合計額と、当該債務の残存期間及び無リスクの利子率を基に、割引現在価値法によ
り算定しており、レベル２の時価に分類しております。

11．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 73円95銭
１株当たり当期純損失 55円15銭

12．重要な後発事象
（取得による企業結合）
当社は、2022年３月31日開催の取締役会において、株式会社イエローキャピタルオーケストラの株式を
取得し連結子会社化することについて決議し、同日付で株式譲渡契約を締結し、2022年４月７日付で株式
を取得しました。
（１）企業結合の概要

①被取得企業の名称及びその事業の内容
被取得企業の名称 ：株式会社イエローキャピタルオーケストラ
事業の内容 ：資産運用に関するコンサルティング、宅地建物取引業、不動産の分譲、売買、賃

貸及び管理並びにそれらの仲介及びコンサルティング
②企業結合を行った主な理由
当社グループは、今期より「脅威に立ち向かい、社会に貢献する」ことを重点テーマに、地球温暖化、
災害、衛生リスクという３つの脅威に対するソリューションを、社会に提供することを基本方針とし
ております。2050 年のカーボンニュートラルという政府目標の実現、異常気象や震災など非常事態
に対する対応の需要増大などを背景に、当社グループが推進する事業には、中期的な成長が見込まれ
ます。その一方で、現状では新型コロナウイルスの感染拡大や原材料価格の高騰などの事業環境の変
化が、業績回復の妨げとなっており、このような新しい事業環境への対処が急がれています。そうし
た中、当社グループでは、これらの環境変化に対し、自助努力による業績回復が困難な体質を改革す
るため、受託事業や補助金関連事業への依存から脱却し、自らの力で付加価値を作り、市場を開拓す
ることが可能な事業を、新たな柱とすることを検討して参りました。株式会社イエローキャピタルオ
ーケストラでは、リノベーションによる住宅販売を事業としておりますが、同社をグループ化するこ
とで、当社グループでは、LED、空調設備機器、非常用電源等を活用した、省エネ・BCP 対応のコン
セプト住宅等を企画・開発・販売することが可能となります。このような不動産事業と省エネソリュ
ーション事業の融合は、株式会社イエローキャピタルオーケストラが行う中古マンション等の不動産
販売事業を、より付加価値が高いものとすると同時に、当社グループとしては、「脱炭素」をコンセプ
トとした、より収益規模の大きな事業の展開が可能になるものと考えております。また、今後の展開
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として、遠隔地にいても物件の内見が可能にできる VR 技術を用いたサービスを導入することも検討
しており、アフターコロナ時代の社会に対応し、リードしていく事業へ育てていく方針です。また当
社グループは、新たに個人向けの市場へ参入することとなりますが、これまでに比べ、より幅広い市
場に向けて、成長性のある事業を展開することにより、業容の拡大を企図いたします。

③企業結合日
2022年４月７日
④企業結合の法的形式
株式取得
⑤結合後企業の名称
株式会社イエローキャピタルオーケストラ
⑥取得した議決権比率
70％
⑦取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。

（２）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 315,000千円
取得原価 315,000千円

（３）主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリーに対する報酬・手数料等 43,000千円

（４）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
現時点では確定しておりません。

（５）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
現時点では確定しておりません。
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13．その他の注記
減損損失に関する注記
当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。
場 所 用 途 種 類 金額（千円）

東京都港区 事業用資産 建物 16,496

東京都港区 事業用資産 機械装置及び運搬具 688

東京都港区 事業用資産 工具器具及び備品 150

当社グループは、事業用資産は主に事業セグメントに基づきグルーピングを行っており、遊休資産につい
ては個別の資産ごとにグルーピングを行っております。
上記の事業用資産については、事業における収益性の著しい低下及び今後の事業計画等を考慮した結果、

減損損失17,336千円として特別損失に計上しております。
その内訳は、建物16,496千円、機械装置及び運搬具688千円、工具器具及び備品150千円であります。
なお、回収可能価額の算定にあたっては、使用価値により測定しておりますが、使用価値については将来

キャッシュ・フローをマイナスと見込んでいるため、割引計算は行っておりません。

― 19 ―

2022年06月07日 16時06分 $FOLDER; 20ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



個別注記表
１．継続企業の前提に関する事項

当社は、前事業年度以前から継続して営業損失、経常損失及び当期純損失を計上しており、損失が継続する
ことで資金繰りに懸念が生じる可能性があります。
当事業年度の業績においても、営業損失288,056千円、経常損失321,834千円及び当期純損失475,171千
円を計上し、当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しておりま
す。
当社は、上記の継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況を解消するために、以下の対応策を講
じ、当該状況の解消又は改善に努めてまいります。

①営業利益及びキャッシュ・フローの確保
前事業年度に引き続き、各案件の精査を行い、継続的に原価の低減を図り、利益率の向上を進めてまいり
ます。また、商業施設、食品関連設備などへの省エネルギー提案によるクライアント開発を積極的に進め、
安定的な売上・利益を確保する体制の構築を進めてまいります。

②案件精査、利益率確保のための体制
営業管理・予実管理の実効性を上げるため、営業会議を毎週行い、予算の実行とコンプライアンスの向上
に努めております。営業会議での課題・成果などは経営会議で報告され、タイムリーな対応策の検討、情報
の共有化を行うことにより、案件の精査や解決策を着実に決定・実行してまいります。

③諸経費の削減
随時、販売費及び一般管理費の見直しを実施し、販売費及び一般管理費の削減を推進し、利益確保に努め

てまいります。

④資金調達
2020年９月28日に発行した第７回新株予約権の行使が2021年５月31日、2021年８月30日及び2021

年12月27日に行われ297,472千円を調達いたしました。また2021年12月20日にSＤＧsキャピタル有限責
任事業組合を引受先とする第三者割当増資を行い165,800千円の調達を行いました。また2021年12月20
日に発行した第８回新株予約権が2022年１月27日、2022年２月25日、2022年３月15日、2022年３月
25日、2022年３月31日に行使が行われ429,000千円を調達いたしました。今後、全てが行使された場合
には221,000千円を調達できる見込みでおります。今後も、財務体質改善のために、将来的な増資の可能性
も考慮しつつ、借入金を含めた資金調達の協議を進めております。

しかしながら、これらの対応策を講じても、業績及び資金面での改善を図る上で重要な要素となる売上高
及び営業利益の確保は外部要因に大きく依存することになるため、また、新株予約権による資金調達は行使
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が約束されているものではないため、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。
なお、当社計算書類は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影

響を計算書類に反映しておりません。

２．重要な会計方針に係る事項に関する注記
1． 重要な資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券
① 子会社株式
移動平均法による原価法によっております。

② その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
期末日の市場価格等に基づく時価法によっております。(評価差額は全部純資産
直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
市場価格のない株式等
移動平均法に基づく原価法によっております。
なお、投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資（金融商品取引法第
２条第２項により有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定され
る決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で
取り込む方法によっております。

（2）棚卸資産
原材料は総平均法に基づいて算定しており（貸借対照表価額については、収益性の低
下に基づく簿価切下げの方法)、未成事業支出金は個別法に基づく原価法 (貸借対照表
価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっております。

2． 重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除く）
① 節減量分与契約資産
（機械及び装置）
顧客との契約期間を耐用年数とする定額法

② その他の資産
定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く。）並びに2016年４
月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。）
主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 15～50年
機械装置及び運搬具 17年
工具、器具及び備品 ５年～15年
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3． 重要な引当金の計上基準
貸倒引当金
売上債権及び貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額
を計上しております。

4． 重要な収益及び費用の計上基準
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）及び「収益
認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2020年３月31日）
を適用しており、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサ
ービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。

5． その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
連結納税制度の適用

当社は、連結納税制度を適用しております。当社は、翌事業年度から、連結納税制度
からグループ通算制度へ移行することとなります。ただし、「所得税法等の一部を改
正する法律」(令和２年(2020年)法律第８号)において創設されたグループ通算制度へ
の移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項
目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適
用に関する取扱い」（実務対応報告第39号 2020年３月31日）第３項の取扱いによ
り、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2018
年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額につい
て、改正前の税法の規定に基づいています。
なお、翌事業年度の期首から、グループ通算制度を適用する場合における法人税及び
地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示の取扱いを定めた「グループ通算制
度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021
年８月12日）を適用する予定であります。

３．追加情報
(会計上の見積りを行う上での新型コロナウイルス感染症の影響の考え方)

新型コロナウイルス感染症拡大に伴う国内外の景気の急速な悪化により、当社では受注の減少などの影響
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を受けております。このような環境下においては、新型コロナウイルス感染症の収束時期は未だ不透明であ
り、経済活動への影響を予測することが非常に難しい状況となっております。このため、当社においては、
翌事業年度以降回復傾向になると見込んでいるものの、2023年３月期までは当該影響が継続するものと仮
定し、継続企業の前提に係る将来の資金繰りの検討及び会計上の見積もりを行っております。
ただし、これらの見積りには不確実性が含まれているため、予測不能な前提条件の変化等により見積りが

変化した場合には、翌事業年度以降における当社の財政状態、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

４．会計方針の変更に関する注記
(収益認識に関する会計基準等の適用)
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい
う。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又
はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ
ており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期首
の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。
この結果、当事業年度の損益に与える影響はありません。また、利益剰余金の当期首残高への影響もありませ
ん。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい
う。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業
会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定め
る新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる計算書類に与える影響はあり
ません。
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５．収益認識に関する注記
（顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報）
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表「収益認識に関
する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております

６．表示方法の変更に関する注記
該当事項はありません。

７．会計上の見積りに関する注記
該当事項はありません。

８．会計上の見積りの変更に関する注記
該当事項はありません。
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９．貸借対照表に関する注記
1． 有形固定資産の減価償却累計額 37,545千円
（減損損失累計額を含む）

2． 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 1,478千円
短期金銭債務 11千円

10．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
営業取引高
売上高 15,600千円
営業費用 80,951千円
営業取引以外の取引高（収入分） 3,901千円
営業取引以外の取引高（支出分） 135,073千円

11．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

（単位：株）
株式の種類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数
普通株式 62 ― ― 62
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12．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産 千円
減価償却資産 3,842
ゴルフ会員権評価損 897
貸倒引当金否認額 3,605
減損損失 1,725
関係会社株式評価損 58,178
税務上の繰越欠損金 618,903
その他 61
小計 687,213

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △618,903
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △68,309
評価性引当額小計 △687,213
繰延税金資産合計 ―

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △467
繰延税金負債合計 △467

繰延税金負債の純額 △467
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13．関連当事者との取引に関する注記
1． 子会社及び関連会社等

属性 会社等
の名称

資本金又は
出 資 金

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所有)
割合（％)

関 連 当 事 者
と の 関 係 取引の

内 容
取引金額
（千円） 科目 期末残高

（千円）役員の
兼任等

事業上の
関 係

子会社 ㈱省電舎 20,000
千円

省エネル
ギー関連
事業

（所有）
直接
100

兼任
３人

経営管理の受託 経営管理料の受取り（注２） 15,600 売 掛 金 ―

資金の貸付

利息の受取り（注３） 3,901 未収収益 ―

資金の貸付 211,000 関係会社貸 付 金 ―

資金の返済 466,500 ― ―

経費等の立替 177,025 立 替 金 1,478

債権放棄（注５） 690,283 ― ―

（注１）上記取引金額に消費税等は含まれておりません。
（注２）子会社との経営管理料については、グループ運営経費を元に算定しております。
（注３）資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
（注４）経費等の立替は実際の発生額によっております。
（注５）同社に対する債権について、債権放棄しております。同債権については545,500千円の貸倒引当金を個

別に設定しており、当事業年度においては、未払金の9,709千円を相殺した後、差額の135,073千円を
貸倒損失として特別損失に計上しております。
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2． 役員及び個人主要株主等

属性 会社等の名称
又 は 氏 名

事業の内容
又 は 職 業

議決権等の
所有（被所有)
割 合 （％ )

取引の内容 取引金額
（千円） 科目 期末残高

（千円）

主要株主 吉 野 勝 秀
（注１） ―

(被所有)
直接
18.6

新株予約権の
行使（注２） 297,425 新株予約権 ―

（注１）吉野氏は、2020年９月28日に行った第三者割当有償増資により、当社の主要株主になったため、同日
をもって当社の関連当事者に該当することとなりました。上記取引金額は、関連当事者に該当すること
となった以降の取引を集計しております。

（注２）新株予約権の行使は、2020年９月10日開催の取締役会決議に基づき付与された新株予約権の、当事業
年度における権利行使を記載しております。なお、取引金額は当事業年度における新株予約権の権利行
使による付与株式数に、１株当たりの払込金額を乗じた金額を記載しております。

14．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 56円39銭
１株当たり当期純損失 78円51銭
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15．重要な後発事象
（取得による企業結合）
当社は、2022年３月31日開催の取締役会において、株式会社イエローキャピタルオーケストラの株式を
取得し連結子会社化することについて決議し、同日付で株式譲渡契約を締結し、2022年４月７日付で株式
を取得しました。
（１）企業結合の概要

①被取得企業の名称及びその事業の内容
被取得企業の名称：株式会社イエローキャピタルオーケストラ
事業の内容 ：資産運用に関するコンサルティング、宅地建物取引業、不動産の分譲、売買、賃

貸及び管理並びにそれらの仲介及びコンサルティング
②企業結合を行った主な理由
当社グループは、今期より「脅威に立ち向かい、社会に貢献する」ことを重点テーマに、地球温暖化、
災害、衛生リスクという３つの脅威に対するソリューションを、社会に提供することを基本方針とし
ております。2050 年のカーボンニュートラルという政府目標の実現、異常気象や震災など非常事態
に対する対応の需要増大などを背景に、当社グループが推進する事業には、中期的な成長が見込まれ
ます。その一方で、現状では新型コロナウイルスの感染拡大や原材料価格の高騰などの事業環境の変
化が、業績回復の妨げとなっており、このような新しい事業環境への対処が急がれています。そうし
た中、当社グループでは、これらの環境変化に対し、自助努力による業績回復が困難な体質を改革す
るため、受託事業や補助金関連事業への依存から脱却し、自らの力で付加価値を作り、市場を開拓す
ることが可能な事業を、新たな柱とすることを検討して参りました。株式会社イエローキャピタルオ
ーケストラでは、リノベーションによる住宅販売を事業としておりますが、同社をグループ化するこ
とで、当社グループでは、LED、空調設備機器、非常用電源等を活用した、省エネ・BCP 対応のコン
セプト住宅等を企画・開発・販売することが可能となります。このような不動産事業と省エネソリュ
ーション事業の融合は、株式会社イエローキャピタルオーケストラが行う中古マンション等の不動産
販売事業を、より付加価値が高いものとすると同時に、当社グループとしては、「脱炭素」をコンセプ
トとした、より収益規模の大きな事業の展開が可能になるものと考えております。
また、今後の展開として、遠隔地にいても物件の内見が可能にできる VR 技術を用いたサービスを導
入することも検討しており、アフターコロナ時代の社会に対応し、リードしていく事業へ育てていく
方針です。また当社グループは、新たに個人向けの市場へ参入することとなりますが、これまでに比
べ、より幅広い市場に向けて、成長性のある事業を展開することにより、業容の拡大を企図いたしま
す。

③企業結合日
2022年４月７日
④企業結合の法的形式
株式取得
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⑤結合後企業の名称
株式会社イエローキャピタルオーケストラ
⑥取得した議決権比率
70％
⑦取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。

（２）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 315,000千円
取得原価 315,000千円

（３）主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリーに対する報酬・手数料等 43,000千円

（４）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
現時点では確定しておりません。

（５）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
現時点では確定しておりません。
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16．その他の注記
減損損失に関する注記
当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

場 所 用 途 種 類 金額（千円）

東京都港区 事業用資産 建物 16,496

東京都港区 事業用資産 機械装置及び運搬具 688

東京都港区 事業用資産 工具器具及び備品 150

当社は、事業用資産は主に事業セグメントに基づきグルーピングを行っており、遊休資産については個別
の資産ごとにグルーピングを行っております。
上記の事業用資産については、事業における収益性の著しい低下及び今後の事業計画等を考慮した結果、

減損損失17,336千円として特別損失に計上しております。
その内訳は、建物16,496千円、機械装置及び運搬具688千円、工具器具及び備品150千円であります。
なお、回収可能価額の算定にあたっては、使用価値については将来キャッシュ・フローをマイナスと見込

んでいるため、割引計算は行っておりません。
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